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1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　                                    (百万円未満切捨)
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 10,164 14.9 △485 　　 ― △504 ―

17年９月中間期 8,843 △9.7 △621 ― △656 ―

18年３月期 30,625 　 422 　 362 　
　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 　 円　銭

 18年９月中間期 △336 ― 　 △18.11

 17年９月中間期 △483 ― 　 △26.06

 18年３月期 394 　 　 21.26
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 18,553,090株 17年9月中間期 18,553,090株 18年3月期 18,553,090株

　 ② 会計処理の方法の変更  無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 　 円　銭

 18年９月中間期 20,881 2,672 12.8 　 144.03

 17年９月中間期 23,496 2,343 10.0 　 126.33

 18年３月期 26,232 3,011 11.5 　 162.34
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 18,553,090株 17年9月中間期 18,553,090株 18年3月期 18,553,090株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 1,910株 17年9月中間期 1,910株 18年3月期 1,910株
　
2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通　　期 31,000 350 200

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　10円78銭
　
3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年３月期 ― ― ―

19年３月期(実績) ― ―
―

19年３月期(予想) ― ―

　　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。　
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1. 中間財務諸表等

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　現金預金 ※２ 6,871 　 　 6,014 　 　 5,479 　 　

　　　　受取手形 ※2,4 2,513 　 　 2,096 　 　 3,063 　 　

　　　　完成工事未収入金 　 3,023 　 　 2,634 　 　 8,346 　 　

　　　　売掛金 　 668 　 　 678 　 　 1,340 　 　

　　　　販売用不動産 　 6 　 　 2 　 　 2 　 　

　　　　未成工事支出金 　 4,360 　 　 3,751 　 　 2,253 　 　

　　　　その他 ※３ 810 　 　 566 　 　 529 　 　

　　　　　貸倒引当金 　 △101 　 　 △64 　 　 △71 　 　

　　　　　流動資産合計 　 　 18,152 77.3 　 15,678 75.1 　 20,945 79.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　機械装置 　 469 　 　 440 　 　 469 　 　

　　　　土地 　 2,852 　 　 2,868 　 　 2,868 　 　

　　　　その他 　 1,249 　 　 1,142 　 　 1,186 　 　

計 　 4,571 　 　 4,451 　 　 4,525 　 　

　２　無形固定資産 　 63 　 　 62 　 　 63 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　破産債権、
　　　　更生債権等

　 389 　 　 336 　 　 298 　 　

　　　　長期営業外未収入金 　 308 　 　 285 　 　 298 　 　

　　　　その他 ※２ 471 　 　 502 　 　 525 　 　

　　　　　貸倒引当金 　 △461 　 　 △435 　 　 △424 　 　

計 　 708 　 　 689 　 　 698 　 　

　　　　　固定資産合計 　 　 5,343 22.7 　 5,202 24.9 　 5,287 20.2

　　　　資産合計 　 　 23,496 100.0 　 20,881 100.0 　 26,232 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　支払手形 ※４ 4,665 　 　 4,310 　 　 6,932 　 　

　　　　工事未払金 　 3,324 　 　 3,281 　 　 5,409 　 　

　　　　買掛金 　 803 　 　 756 　 　 1,359 　 　

　　　　短期借入金 ※２ 7,297 　 　 4,857 　 　 4,993 　 　

　　　　未払法人税等 　 29 　 　 30 　 　 58 　 　

　　　　未成工事受入金 　 3,014 　 　 2,957 　 　 2,299 　 　

　　　　完成工事補償引当金 　 27 　 　 29 　 　 24 　 　

　　　　工事損失引当金 　 ― 　 　 45 　 　 48 　 　

　　　　その他 　 944 　 　 529 　 　 743 　 　

　　　　　流動負債合計 　 　 20,106 85.6 　 16,797 80.4 　 21,869 83.4

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　退職給付引当金 　 758 　 　 902 　 　 812 　 　

　　　　その他 　 286 　 　 509 　 　 538 　 　

　　　　　固定負債合計 　 　 1,045 4.4 　 1,412 6.8 　 1,350 5.1

　　　　負債合計 　 　 21,152 90.0 　 18,209 87.2 　 23,220 88.5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,329 5.7 　 ― ― 　 1,329 5.1

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 1,541 　 　 ― 　 　 1,541 　 　

　　　　　資本剰余金合計 　 　 1,541 6.6 　 ― ― 　 1,541 5.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 85 　 　 ― 　 　 85 　 　

　２　中間(当期)未処理損失 　 1,010 　 　 ― 　 　 132 　 　

　　　　　利益剰余金合計 　 　 △925 △3.9 　 ― ― 　 △47 △0.2

Ⅳ　土地再評価差額金 　 　 378 1.6 　 ― ― 　 150 0.6

Ⅴ　その他有価証券評価
　　差額金

　 　 19 0.0 　 ― ― 　 37 0.1

Ⅵ　自己株式 　 　 △0 △0.0 　 ― ― 　 △0 △0.0

　　　　資本合計 　 　 2,343 10.0 　 ― ― 　 3,011 11.5

　　　　負債資本合計 　 　 23,496 100.0 　 ― ― 　 26,232 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,329 6.4 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 (1) 資本準備金 　 ― 　 　 1,541 　 　 ― 　 　

　　　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,541 7.4 　 ― ―

　３　利益剰余金　　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 (1) 利益準備金 　 ― 　 　 85 　 　 ― 　 　

　 (2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　 繰越利益剰余金 　 ― 　 　 △468 　 　 ― 　 　

　　　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 △383 △1.9 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △0 △0.0 　 ― ―

　　　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,487 11.9 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

　 ― 　 ― 34 　 0.2 ― 　 ―

　２　土地再評価差額金 　 ― 　 ― 150 　 0.7 ― 　 ―

　　　　　評価・換算差額等
　　　　　合計

　 　 ― ― 　 184 0.9 　 ― ―

　　　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 2,672 12.8 　 ― ―

　　　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 20,881 100.0 　 ― ―
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事高 　 6,805 　 　 8,243 　 　 25,401 　 　

　　　製品等売上高 　 2,037 8,843 100.0 1,920 10,164 100.0 5,223 30,625 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事原価 　 6,699 　 　 8,044 　 　 24,072 　 　

　　　製品等売上原価 　 2,006 8,705 98.4 1,853 9,897 97.4 4,717 28,790 94.0

　　　売上総利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　完成工事総利益 　 105 　 　 199 　 　 1,329 　 　

　　　　製品等売上総利益 　 31 137 1.6 67 266 2.6 506 1,835 6.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 758 8.6 　 751 7.4 　 1,413 4.6

　　　営業損失(△)

　　　又は営業利益
　 　 △621 △7.0 　 △485 △4.8 　 422 1.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 　 45 　 　 28 　 　 65 　 　

　　　地代家賃収入 　 6 　 　 1 　 　 7 　 　

　　　雑収入 　 5 57 0.6 8 37 0.4 18 91 0.3

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 78 　 　 48 　 　 133 　 　

　　　雑支出 　 13 92 1.0 8 57 0.6 19 152 0.5

　　　経常損失(△)

　　　又は経常利益
　 　 △656 △7.4 　 △504 △5.0 　 362 1.2

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　前期損益修正益 ※１ 5 　 　 ― 　 　 11 　 　

　　　固定資産売却益 ※２ 147 　 　 0 　 　 149 　 　

　　　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 18 　 　 ― 　 　

　　　関係会社株式売却益 　 ― 　 　 ― 　 　 5 　 　

　　　償却済債権取立益 　 1 　 　 1 　 　 3 　 　

　　　収用補償金 　 13 　 　 ― 　 　 13 　 　

　　　貸倒引当金戻益 　 11 　 　 12 　 　 14 　 　

　　　遅延損害金等 ※３ ― 180 2.0 ― 32 0.3 24 222 0.7

　

― 30 ―



　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却損 ※４ 0 　 　 ― 　 　 11 　 　

　　　固定資産除却損 ※５ 13 　 　 47 　 　 35 　 　

　　　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 ― 　 　 25 　 　

　　　ゴルフ会員権評価損 ※６ ― 　 　 ― 　 　 10 　 　

　　　リース資産修繕費 　 9 23 0.2 ― 47 0.4 9 93 0.3

　　　税引前中間純損失(△)

　　　又は税引前当期純利益
　 　 △499 △5.6 　 △519 △5.1 　 491 1.6

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 20 　 　 21 　 　 42 　 　

　　　法人税等調整額 　 △35 △15 △0.2 △204 △183 △1.8 55 97 0.3

　　　中間純損失(△)

　　　又は当期純利益
　 　 △483 △5.4 　 △336 △3.3 　 394 1.3

　　　前期繰越損失 　 　 559 　 　 ― 　 　 559 　

　　　土地再評価差額金

　　　取崩額
　 　 32 　 　 ― 　 　 32 　

　　　中間(当期)未処理損失 　 　 1,010 　 　 ― 　 　 132 　
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,329 1,541 1,541 85 △132 △47 △0 2,823

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　中間純損失 (百万円) ― ― ― ― △336 △336 ― △336

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額(純額)

(百万円) ― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額
合計

(百万円) ― ― ― ― △336 △336 ― △336

平成18年９月30日残高 (百万円) 1,329 1,541 1,541 85 △468 △383 △0 2,487

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 37 150 188 3,011

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　中間純損失 (百万円) ― ― ― △336

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動
　額(純額)

(百万円) △3 ― △3 △3

中間会計期間中の変動額
合計

(百万円) △3 ― △3 △339

平成18年９月30日残高 (百万円) 34 150 184 2,672

　

― 32 ―



(4) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　当社を取り巻く受注環境は公共工

事の縮減などにより悪化しており、

過去２年にわたり重要な当期純損失

を計上しているため、厳しい受注環

境下で利益を確保できる体制を整え

ているところであります。また、親

会社であり重要な取引先である三井

住友建設株式会社には、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。従いまして、当社には継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。

　三井住友建設株式会社は、平成17

年３月期において大幅な債務超過に

陥ったことから、その解消のため取

引金融機関より当中間会計期間にお

いて金融支援を受け、現在「新・経

営中期計画」に基づき会社再建に向

け、鋭意取り組んでいるところであ

ります。同社は９月に金融支援手続

き並びに第三者割当増資による資本

増強を完了しており、同社の債務超

過は既に解消されております。

　今後同社は、「新・経営中期計

画」に従い、適正規模の下で安定的

な収益の見込める筋肉質の事業体質

を確立し、「財務体質の改善、株主

価値の充実」の早期達成を図ってま

いる所存であります。

　当社といたしましては、上半期に

比べ下半期に完成する工事の割合が

大きいため、当中間会計期間は営業

損失ではありますが、前事業年度か

ら進めてきております選別受注の徹

底並びに資産リストラ等により、当

事業年度においては利益を確保でき

る見込みであります。

　以上により、継続企業の前提に関

する重要な疑義を解消できるものと

判断しております。

　従いまして、中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を反映

しておりません。

　

―――――――― ――――――――
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(5) 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
　　満期保有目的の債券
　　　償却原価法(定額法)
　　子会社株式及び関連会

社株式
　　　移動平均法による原

価法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時
価 法 ( 評 価 差 額
は、全部資本直入
法により処理し、
売却原価は、移動
平均法により算
定)

(1) 有価証券
　　満期保有目的の債券

同左
　　子会社株式及び関連会

社株式
同左

　
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時
価 法 ( 評 価 差 額
は、全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は、
移動平均法により
算定)

(1) 有価証券
　　満期保有目的の債券

同左
　　子会社株式及び関連会

社株式
同左
　

　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　決算期末日の市場

価格等に基づく時
価 法 ( 評 価 差 額
は、全部資本直入
法により処理し、
売却原価は、移動
平均法により算
定)

　 　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの
同左

　　　時価のないもの
同左

　 (2) たな卸資産
　　販売用不動産
　　　個別法による原価法
　　未成工事支出金
　　　個別法による原価法
　　不動産事業支出金
　　　個別法による原価法
　　材料貯蔵品
　　　総平均法による原価

法

(2) たな卸資産
　　販売用不動産

同左
　　未成工事支出金

同左
　　不動産事業支出金

同左
　　材料貯蔵品

同左

(2) たな卸資産
　　販売用不動産

同左
　　未成工事支出金

同左
　　不動産事業支出金

同左
　　材料貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償
却の方法

(1) 有形固定資産
　　建物
　　　定額法
　　建物以外
　　　定率法
　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

　　建物・構築物
　　　　　　　　２～50年
　　機械装置
　　　　　　　　２～９年

(1) 有形固定資産
　　建物

同左
　　建物以外

同左
　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

　　建物・構築物
　　　　　　　　２～50年
　　機械装置
　　　　　　　　２～15年

(1) 有形固定資産
　　建物

同左
　　建物以外

同左
　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

　　建物・構築物
　　　　　　　　２～50年
　　機械装置
　　　　　　　　２～15年

　 (2) 無形固定資産
　　ソフトウェア(自社利

用)については、社内にお
ける利用可能期間(５年)
に基づく定額法によって
おります。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左

　 (3) 長期前払費用
　　均等償却によっており

ます。
　　なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によ
っております。

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債
権については、貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権について
は、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

　 (2) 完成工事補償引当金
　　完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、
当中間会計期間末に至る
１年間の完成工事高に対
する将来の見積補償額に
基づいて計上しておりま
す。

(2) 完成工事補償引当金
同左

(2) 完成工事補償引当金
　　完成工事に係るかし担

保の費用に備えるため、
完成工事高に対する将来
の見積補償額に基づいて
計上しております。

　 (3) 賞与引当金
　　従業員賞与の支給に充

てるため、支給見込額を
計上しております。

(3) 賞与引当金
同左

(3) 賞与引当金
同左

　 (4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生
していると認められる額
を計上しております。

　　会計基準変更時差異に
ついては、15年による按
分額を費用処理しており
ます。

　　過去勤務債務について
は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)によ
る定額法により費用処理
しております。

　　数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の発
生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定
額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年
度より費用処理すること
としております。

　　《追加情報》
　　従業員の平均残存勤務

期間の再検討を行った結
果、平均残存勤務期間が
数理計算上の差異の費用
処理年数より短くなった
ため、当中間会計期間よ
り処理年数を11年から10
年に短縮しております。
　なお、この短縮に伴う
影響額は軽微でありま
す。

(4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生
していると認められる額
を計上しております。

　　会計基準変更時差異に
ついては、15年による按
分額を費用処理しており
ます。

　　過去勤務債務について
は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)によ
る定額法により費用処理
しております。

　　数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の発
生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定
額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年
度より費用処理すること
としております。

(4) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末
における退職給付債務の
見込額に基づき、当事業
年度末において発生して
いると認められる額を計
上しております。

　　会計基準変更時差異に
ついては、15年による按
分額を費用処理しており
ます。

　　過去勤務債務について
は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)によ
る定額法により費用処理
しております。

　　数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の発
生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定
額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年
度より費用処理すること
としております。

　　《追加情報》
　　従業員の平均残存勤務

期間の再検討を行った結
果、平均残存勤務期間が
数理計算上の差異の費用
処理年数より短くなった
ため、当事業年度より処
理年数を11年から10年に
短縮しております。
　なお、この短縮に伴う
影響額は軽微でありま
す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 (5) 　　――――― (5) 工事損失引当金

　　　当中間会計期間末手

持工事のうち損失の発

生が見込まれるものに

ついて、将来の損失に

備えるため、その損失

見込額を計上しており

ます。

(5) 工事損失引当金

　　　当事業年度末手持工

事のうち損失の発生が

見込まれるものについ

て、将来の損失に備え

るため、その損失見込

額を計上しておりま

す。

４　リース取引の処理

方法

　 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

同左 同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

　

(1) 完成工事高の計上基準

　　完成工事高の計上は、

工事完成基準によってお

りますが、長期大型工事

(工期１年以上、かつ、工

事価格５億円以上)につい

ては、工事進行基準を適

用しております。

　　なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、470

百万円であります。

(1) 完成工事高の計上基準

　　完成工事高の計上は、

工事完成基準によってお

りますが、長期大型工事

(工期１年以上、かつ、工

事価格５億円以上)につい

ては、工事進行基準を適

用しております。

　　なお、工事進行基準に

よる完成工事高は、841

百万円であります。

(1) 完成工事高の計上基準

　　完成工事高の計上は、

工事完成基準によってお

りますが、長期大型工事

(工期１年以上、かつ、工

事価格５億円以上)につい

ては、工事進行基準を適

用しております。

　　なお、工事進行基準に

よ る 完 成 工 事 高 は 、

2,356 百万円でありま

す。

　 (2) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。

(2) 消費税等の会計処理

同左

　

(2) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。

　なお、これによる影響はありませ

ん。

　　　　―――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。

　なお、これによる影響はありませ

ん。

　　　　――――――――

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号　平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日)を適用して

おります。

　これまでの資本の部の合計額に相

当する金額は、2,672百万円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

　　　　――――――――

　

　

表示方法の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

(中間損益計算書)

　前中間会計期間において営業外収益の「雑収入」に含

めておりました「地代家賃収入」は、重要性が増したた

め、当中間会計期間において区分掲記することに変更い

たしました。

　なお、前中間会計期間の営業外収益の「雑収入」に含

まれる「地代家賃収入」は８百万円であります。

　　　　　　　　――――――――
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追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　　　―――――――― 　　　　――――――――

　
　当社は、縮小する市場規模に対応

しつつ、安定的に利益を確保できる

体制を整えるべく、前事業年度より

選別受注の徹底とともに、人員並び

に資産リストラを実施してまいりま

した。この結果、当事業年度におき

ましては、期初の目標をほぼ達成し、

売上高306億円、当期純利益３億94百

万円を計上することができました。

　また、当社の親会社であり重要な

取引先である三井住友建設株式会社

は、前事業年度において大幅な債務

超過に陥ったことから、その解消の

ため当事業年度において取引金融機

関より金融支援を受けるとともに、

資本増強策として第三者割当増資を

実施し、債務超過を解消しておりま

す。現在同社は、「新・経営中期計

画」に従い、安定的な収益の見込め

る事業体質を確立すべく鋭意努力し

ており、当事業年度におきましては、

経常利益計画を達成するなど、順調

に推移しております。

　当社は、引き続き選別受注を徹底

しつつ受注高の確保を図るとともに、

効率化が進んだ経営体質を軸に、技

術に裏づけされたコスト競争力の強

化により、収益力の向上に努めてま

いります。　　　
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は、7,934百万円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は、7,557百万円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計
額は、7,862百万円であります。

※２　担保資産及び担保付債務
　 (1)下記の資産は、宅地建物取引

業法に基づく営業保証金として
担保に供しております。
その他投資等
(投資有価証
券)

9百万円

　 (2)下記の資産は、借入金の担保
に供しております。

百万円
現金預金 640

受取手形 762

土地 2,580
その他有形
固定資産
(建物、構築
物)

720

その他投資等
(投資有価証
券)

54

計 4,758
　　　なお、上記資産のうち土地及

びその他有形固定資産(建物、構
築物)に対しては、4,912百万円
を極度額とした根抵当権を設定
しております。また、上記資産
に対する借入金は、次のとおり
であります。
短期借入金 5,019百万円

※２　担保資産及び担保付債務
　 (1)下記の資産は、宅地建物取引

業法に基づく営業保証金として
担保に供しております。
その他
(投資有価証
券)

9百万円

　 (2)下記の資産は、借入金の担保
に供しております。

百万円
現金預金 541
受取手形 1,185
土地 2,580
その他
(建物、構築
物)

674

その他
(投資有価証
券)

79

計 5,062
　　　なお、上記資産のうち土地及

びその他(建物、構築物)に対し
ては、4,912百万円を極度額とし
た根抵当権を設定しております。
また、上記資産に対する借入金
は、次のとおりであります。
短期借入金 4,857百万円

※２　担保資産及び担保付債務
　 (1)下記の資産は、宅地建物取引

業法に基づく営業保証金として
担保に供しております。
その他投資等
(投資有価証
券)

9百万円

　 (2)下記の資産は、借入金の担保
に供しております。

百万円
現金預金 15
受取手形 1,709
土地 2,580

その他有形
固定資産
(建物、構築
物)

698

その他投資等
(投資有価証
券)

85

計 5,089
　　　なお、上記資産のうち土地及

びその他有形固定資産(建物、構
築物)に対しては、4,912百万円
を極度額とした根抵当権を設定
しております。また、上記資産
に対する借入金は、次のとおり
であります。
短期借入金 4,993百万円

　 (3)下記の資産は、親会社の金融
機関借入金に対して担保を提供
しております。

百万円
土地 148
その他有形
固定資産
(建物、構築
物)

43

計 191
　　　なお、上記の資産に対して

は、54,600百万円を極度額とし
た根抵当権を設定しておりま
す。
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度
(平成18年３月31日)

※３　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、その他流動資

産に含めて表示しております。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　　　――――――

※４　　　――――――

　

※４　中間会計期間末日満期手形の
会計処理については、満期日に
決済が行われたものとして処理
しております。
　なお、当中間会計期間末日が
金融機関の休日であったため、
次の中間会計期間末日満期手形
が、中間会計期間末残高から除
かれております。

百万円
受取手形 173

支払手形 2
　

※４　　　――――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　前期計上未払金支払不要額で
あります。

※１　　　――――――
　

※１　前期計上未払金支払不要額等
であります。

※２　固定資産売却益の内訳は、次
のとおりであります。

百万円

機械装置 5

土地 142

計 147

※２　固定資産売却益の内訳は、次
のとおりであります。

機械装置 0百万円

　

※２　固定資産売却益の内訳は、次
のとおりであります。　　

百万円

機械装置 6

土地 142

その他有形
固定資産

0

計 149

※３　　　――――――
　

※３　　　――――――
　

※３　訴訟判決によって確定し、収
受した遅延損害金等でありま
す。

※４　固定資産売却損の内訳は、次
のとおりであります。
その他有形
固定資産

0百万円

※４　　　――――――
　
　

※４　固定資産売却損の内訳は、次
のとおりであります。

百万円

機械装置 1

その他有形
固定資産

10

計 11

※５　固定資産除却損の内訳は、次
のとおりであります。

百万円

機械装置 0

その他有形
固定資産

12

計 13

※５　固定資産除却損の内訳は、次
のとおりであります。

百万円

機械装置 23

その他 23

計 47

※５　固定資産除却損の内訳は、次
のとおりであります。

百万円

機械装置 3

その他有形
固定資産

31

計 35

※６　　　――――――
　

※６　　　――――――
　

※６　ゴルフ会員権保証金に対する
貸倒引当金繰入額であります。

　７　当社の売上高は、通常の営業
の形態として、上半期に比べ下
半期に完成する工事の割合が大
きいため、事業年度の上半期の
売上高と下半期の売上高との間
に著しい相違があり、上半期と
下半期の業績に季節的変動があ
ります。

　７　当社の売上高は、通常の営業
の形態として、上半期に比べ下
半期に完成する工事の割合が大
きいため、事業年度の上半期の
売上高と下半期の売上高との間
に著しい相違があり、上半期と
下半期の業績に季節的変動があ
ります。

　７　　　――――――

　　　当中間会計期間末に至る１年
間の売上高は、次のとおりであ
ります。

百万円

前事業年
度下半期

24,335

当中間期 8,843

計 33,178

　　　当中間会計期間末に至る１年
間の売上高は、次のとおりであ
ります。

百万円

前事業年
度下半期

21,782

当中間期 10,164

計 31,946

　

　８　減価償却実施額

有形固定資産 83百万円

無形固定資産 1百万円

　８　減価償却実施額

有形固定資産 80百万円

無形固定資産 1百万円

　８　減価償却実施額

有形固定資産 171百万円

無形固定資産 3百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,910 ― ― 1,910
　

　

　

(リース取引関係)

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

　

　

(有価証券関係)

前中間会計期間及び当中間会計期間並びに前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。
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2. 部門別受注高・売上高・次期繰越高

　

(1) 工種別受注高・売上高比較表

期別
　
　
　
 区分

前中間会計期間
(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自平成18年４月１日

至平成18年９月30日)

　
増減(△)

　

前事業年度
(自平成17年４月１日

至平成18年３月31日)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

前期比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

前 工
　 　 　 　 　 　 　 　 　

期 事
アスファルト
舗装工事

8,503 89.3 7,543 78.1 △959 △11.3 8,503 89.3

繰 部
コンクリート
舗装工事

272 2.8 1,096 11.3 824 302.8 272 2.8

越 門 土木工事 750 7.9 1,024 10.6 273 36.5 750 7.9

高
合計 9,526 100.0 9,664 100.0 138 1.5 9,526 100.0

　 工
アスファルト
舗装工事

8,394 61.7 9,544 72.5 1,149 13.7 19,343 62.9

受 事
コンクリート
舗装工事

1,168 8.6 211 1.6 △956 △81.9 1,673 5.4

注 部 土木工事 1,991 14.7 1,494 11.3 △496 △24.9 4,523 14.7

高 門
計 11,553 85.0 11,250 85.4 △303 △2.6 25,540 83.0

　
製品部門 2,037 15.0 1,920 14.6 △117 △5.7 5,223 17.0

　
合計 13,591 100.0 13,171 100.0 △420 △3.1 30,764 100.0

　 工
アスファルト
舗装工事

5,575 63.1 6,617 65.1 1,042 18.7 20,302 66.3

売 事
コンクリート
舗装工事

81 0.9 439 4.3 358 439.0 849 2.7

上 部 土木工事 1,148 13.0 1,186 11.7 37 3.3 4,249 13.9

高 門
計 6,805 77.0 8,243 81.1 1,438 21.1 25,401 82.9

　
製品部門 2,037 23.0 1,920 18.9 △117 △5.7 5,223 17.1

　
合計 8,843 100.0 10,164 100.0 1,321 14.9 30,625 100.0

次 工
　 　 　 　 　 　 　 　 　

期 事
アスファルト
舗装工事

11,322 79.3 10,470 82.6 △852 △7.5 7,543 78.1

繰 部
コンクリート
舗装工事

1,358 9.5 868 6.9 △490 △36.1 1,096 11.3

越 門 土木工事 1,593 11.2 1,332 10.5 △260 △16.3 1,024 10.6

高
合計 14,274 100.0 12,671 100.0 △1,603 △11.2 9,664 100.0
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(2) 工事部門における発注者別受注高・完成工事高比較表

期別　
　
　
　
 区分

前中間会計期間
(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自平成18年４月１日

至平成18年９月30日)

　
増減(△)

　

前事業年度
(自平成17年４月１日

至平成18年３月31日)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

前期比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

前
　 　 　 　 　 　 　 　 　

期 官公庁 6,216 65.3 6,539 67.7 323 5.2 6,216 65.3

繰 　 　 　 　 　 　 　 　 　

越 民　間 3,310 34.7 3,125 32.3 △185 △5.6 3,310 34.7

高 計 9,526 100.0 9,664 100.0 138 1.5 9,526 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

受 官公庁 5,372 46.5 5,605 49.8 233 4.3 11,955 46.8

注 　 　 　 　 　 　 　 　 　

高 民　間 6,181 53.5 5,644 50.2 △536 △8.7 13,584 53.2

　 計 11,553 100.0 11,250 100.0 △303 △2.6 25,540 100.0

完 　 　 　 　 　 　 　 　 　

成 官公庁 2,324 34.2 3,678 44.6 1,354 58.2 11,631 45.8

工 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事 民　間 4,480 65.8 4,564 55.4 84 1.9 13,770 54.2

高 計 6,805 100.0 8,243 100.0 1,438 21.1 25,401 100.0

次 　 　 　 　 　 　 　 　 　

期 官公庁 9,263 64.9 8,466 66.8 △797 △8.6 6,539 67.7

繰 　 　 　 　 　 　 　 　 　

越 民　間 5,010 35.1 4,205 33.2 △805 △16.1 3,125 32.3

高 計 14,274 100.0 12,671 100.0 △1,603 △11.2 9,664 100.0
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